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第 1 号議案  

令和７年度事業計画 

 

日本経済はデフレ脱却に向けて回復基調にあるものの、ロシア・ウクライナ戦争

や中東における紛争は未だ終息しておらず、アメリカではトランプ元大統領が再選

され、関税の引き上げやパリ協定離脱など世界の経済に大きな影響が出ることが懸

念されております。 

また、国内では人手不足や円安による原材料高など日本社会全体に影響を及ぼす

不安定な要素が存在しております。 

さらに、能登半島の地震や豪雨災害からの復興も喫緊の課題であります。 

一方、県内においては、多発する自然災害に対応すべく道路網の整備等インフラ

整備が進められているほか、大阪・関西万博の開催による県内経済への効果も期待

されているところであります。 
社会経済、雇用情勢がさらに安定し、安全・安心して過ごせる日常が継続するこ

とを心より願っているところです。 

さて、昨年の県下の労働災害の発生状況ですが、和歌山労働局の資料によります

と、１月末の速報値で、コロナ関連の労災を除いた死傷者数は 1,080 名で、一昨

年より 44 名（3.9％）減少しておりますが、死亡者は一昨年より３名増加の 10

人となっており、憂慮すべき状況であります。 

今年で３年目を迎える「第 14次労働災害防止計画」の目標である、計画期間中

の 2023年から 2027年までの５年間で「死亡者数を５％以上減少させ、増加傾

向にある死傷災害に歯止めをかけ 2027 年までに減少させる」という目標達成に

向けて各種の対策を積極的に推進していまいります。 

また、一般労働条件関連では、過重労働対策、各種のハラスメント防止のほか、

昨年１１月に施行された「フリーランス・事業者間取引適正化等法」への早急な対

応が求められています。 

さらに、新たな化学物質の規制・管理については、本年２月に初めて実施された

「化学物質管理強調月間」等を契機に引続き「自律的な管理」に向けての対策も重

要な課題です。 

このような中、当協会としましても、行政のご支援、ご指導ならびに理事役員、

会員の方々のご理解、ご協力を賜りながら労働災害防止及び労働条件の確保・改善

等に関する各種事業を引き続き推進してまいります。 

 

１ 公益目的事業１（労働者の福祉の向上を目的とした事業） 

（１）労働災害防止に対する安全衛生意識の高揚を図るとともに事業者及び事業者

団体等の自主的安全衛生活動の一層の促進を目的とした取組み 

  （イ）全国安全週間：7月 1日から 7 月 7日 

（準備期間：6月 1日～6 月 30日） 

       協会紙「労基ニュース紀の国」（以下協会紙という）、メールマガジン、

ホームページ等を活用して準備期間中から周知・啓発活動を実施します。 

  （ロ）全国労働衛生週間：10月 1日から 10 月 7日 
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（準備期間：9月 1日～9 月 30日） 

      協会紙、メールマガジン、ホームページ等を活用して準備期間中から

周知・啓発活動を実施します。 

（ハ）令和７年度第 65回「和歌山県労働安全衛生大会」の開催 

本年度は、令和７年 10月７日（火）「和歌山城ホール」大ホールにて 

開催すべく進めていきます。 

会員事業場をはじめ関係団体等への参加勧奨も、引き続き実施してい 

きます。 

  （二）各支部における取組み 

       全国安全週間・全国労働衛生週間の準備期間中に和歌山支部等で予定

している「安全管理のつどい」、「衛生管理のつどい」等々、各支部での

安全衛生に関する研修会等の開催に努めます。 

（ホ）全国産業安全衛生大会への参加 

令和７年度の 84回目となる全国産業安全衛生大会は、 

「ともに築こう 安全・健康 一人ひとりが輝く未来」 

をテーマに９月 10日（水）～12日（金）までの３日間、大阪で開催

されますが、会員事業場をはじめ、関係団体等へ参加を呼びかけていき

ます。 

  （へ）年末・年始無災害運動の実施 

期間：令和７年１２月１日から令和８年１月１５日 

協会紙、メールマガジン、ホームページ等を活用して周知・啓発活動

を実施します。 

（ト）和歌山県労働災害防止団体連絡協議会の開催 

       和歌山県内の労働災害防止団体（以下のとおり）との連絡協議会を開

催し、和歌山労働局の労働災害防止対策に基づき第１４次防の推進をは

じめ県下の労働災害防止のための取組みを連携して実施していきます。 

○建設業労働災害防止協会和歌山県支部 

○陸上貨物運送事業労働災害防止協会和歌山県支部 

○林業・木材製造業労働災害防止協会和歌山県支部 

○港湾貨物運送事業労働災害防止協会和歌山支部 

○一般社団法人日本ボイラ協会和歌山支部 

○一般社団法人日本クレーン協会和歌山支部 

〇建設荷役車両安全技術協会和歌山県支部 

 

（２）労働者の健康確保対策の推進を目的とした取組み 

（イ） 和歌山労働局、和歌山県医師会及び弊会の３者共催で昭和 47 年から

開催している「和歌山県産業保健講習会」については、令和７年度で第

５２回を迎えることとなります。産業医や衛生管理者をはじめとした産

業保健関係者の一層の資質の向上、ひいては県下の産業保健活動の推進

に資するため、引き続き開催いたします。 

（ロ）第１４次防において労働衛生の重点課題として掲げられている 
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○メンタルヘルスや過重労働等に対する健康確保対策の推進 

○労働者の高年齢化や女性の就業率の増加に伴う健康課題に対する 

対策 

○疾病を抱える労働者の健康確保対策   

○化学物質の自律管理への対応を含む化学物質等による健康障害対策 

をはじめとする労働者の健康確保対策を推進していくため、「和歌山産業 

保健総合支援センター」や、各支部においては「地域産業保健センター」 

とも連携し、周知・啓発に努めます。  

 

（３）労働時間をはじめとする労働条件の確保・改善を推進し、より働きやすい 

就労環境の整備を目的とした取組み 

（イ）働き方改革の推進に向けた取り組み 

働き方改革の推進のため、「長時間労働の削減」、「年次有給休暇の取得促

進」、「無期転換ルール、労働条件の明確化」について、各種説明会の開催

や協会紙、メールマガジン、ホームページ等を活用して周知・啓発に努め

ます。 

  （ロ）フリーランスとして働く者に対する取り組み 

働き方が多様化する一方で、フリーランスとして働く者の中には実態と

しては労働基準法上の労働者に該当する者に対し効果的な支援を検討して

いきます。 

 

（４）労働関係情報等の提供、相談等のサービスの取組み 

  （イ）協会紙：「労基ニュース紀の国」の発行 

協会紙「労基ニュース紀の国」について、引き続き紙面の充実を図り 

ながら、会員や関係機関への情報の提供等サービスの向上を図っていき 

ます。  

  （ロ）ホームページ等の内容の充実 

      技能講習等実施計画や各種行事、その他必要な情報を提供しており、

主要な情報発信のツールとして、時宜を得たアップデートとコンテンツ

の充実に努めてまいります。 

      また、メールマガジン「和労基ｍａｉｌ」についても、より多くの方

に利用していただけるよう、内容の一層の充実を図ってまいります。 

  （ハ）安全衛生等に関する相談サービスの充実 

      中央労働災害防止協会（中災防）が、平成３０年度より実施している

「中小規模事業場安全衛生相談事業」に併せ、会員事業場等からの安全

衛生等に関する各種相談に、日本労働安全衛生コンサルタント会和歌山

支部の協力を得ながら積極的に取組んでまいります。 

 

２ 公益目的事業２（事故又は災害の防止を目的とした事業（労働安全衛生法に 

基づく、技能講習及び特別教育等の教育・講習等の事業）  

（１）技能講習の実施（年間実施計画表参照） 
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和歌山労働局の登録教習機関として労働安全衛生法に定める就業制限業

務や作業主任者に係る各種技能講習を年間実施計画に基づき実施します。 

特に建築物及び工作物の解体・改修工事における石綿ばく露防止対策が

社会的にも注目されていることから、現場におけるばく露防止を担当する

「石綿作業主任者技能講習」と建築物の石綿含有の事前調査を担当する「建

築物石綿含有建材調査者講習」を引き続き実施することといたします。 

また、令和８年１月施行の「工作物石綿事前調査者講習」については令和

７年度より新たに実施します。 

 

（３）化学物質の自律的管理に対応する講習 

令和４年５月に労働安全衛生規則等が改正され、自律的な化学物質管理体

制を構築するための管理者として新たに規定された「化学物質管理者（製造

事業場向け、取扱い事業場向け）」と「保護具着用管理責任者」の講習を実施

します。 
 

（４）特別教育等（年間実施計画表参照） 

  （イ）特別教育 

労働安全衛生法第５９条第３項の規定により、労働安全衛生規則第３６

条各号に定める危険又は有害な業務に労働者を就かせる場合には、事業者

は必要な特別教育を行うこととなっていますが、単独での実施が困難な事

業者に代わって、特別教育を実施いたします。 

受講希望者が多い「クレーン運転特別教育」、「アーク溶接作業特別教育」、

「粉じん作業特別教育」の他、近年法改正のあった、「フルハーネス型墜落

制止用器具（安全帯）特別教育」、「足場組立等業務特別教育」、「テールゲ

ートリフター特別教育」等を中心に実施いたします。 

（ロ）安全管理者選任時研修 

   労働安全衛生規則第 5条により、安全管理者は厚生労働大臣が定める研

修を受けた者の中から選任することとされていますが、この安全管理者選

任時の研修を、年２回実施いたします。 

  （ハ）職長教育 

製造業等を対象とした職長教育を年５回、建設業関係を対象とした職

長・安全衛生責任者教育を年２回実施します。 

 

（５）法定講習以外の安全衛生教育等 

  （イ）令和 7年度「経営者安全衛生セミナー」 

（中央労働災害防止協会大阪安全衛生教育センターと共催） 

     厚生労働省通達に基づく経営首脳者等を対象とした安全衛生セミナーが

以下のとおり開催されます。セミナーへの参加勧奨に努めます 

第２１０回 令和７年 5 月 13日（火）・14 日（水） 

第 211回 令和７年 5 月 21日（水）・22 日（木）  

（会場：大阪安全衛生教育センター（河内長野市））    
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（ロ）衛生管理者受験準備講習会  

・第一種衛生管理者受験準備講習 

       日時：令和 7年６月 17日（火）～６月 19日（木） 

       場所：和歌山県労働基準協会研修室      

    ・第二種衛生管理者受験準備講習 

       日時：令和７年６月 18日（水）～19日（木） 

       場所：和歌山県労働基準協会研修室 

  （ハ）新規雇入れ者教育、KY 活動実務講習、KYTリーダー講習 

      それぞれ、年１回実施します。 

（６）その他 

各種の講習について、会員等からの要望に配慮して、計画外の講習の実施

や出張講習の開催にも努めてまいります。 

 

３ 収益事業１（安全衛生関係書籍及び用品等の販売（斡旋）の事業）    

 （１）全国安全週間、全国労働衛生週間等行事期間中における書籍、ポスター、

幟等安全衛生用品の販売 

（２）技能講習や特別教育用テキスト、免許試験参考書籍、関係法令等の解説書

籍等の販売（通年） 

（３）動力プレス機械検査標章、健康診断個人票の販売 

（４）安全衛生ＤＶＤ、ビデオの無料貸出し（会員限定） 

 

４ 収益事業２（中小規模事業場を対象とした労働安全衛生法に基づく一般定期健 

康診断等の実施における計画の作成と案内、受診勧奨、受付等の業務） 

（１） 支部において、健診機関と契約して実施している一般定期健康診断及び特

殊健康診断の実施に当たり、健診日程等計画の作成、受診案内の作成及び受

診勧奨並びに健診当日の受付等の業務を引き続き実施してまいります。 

 

５ その他の事業（委託事業等） 

（１）全国労働基準関係団体連合会（全基連）和歌山県支部の事業について 

 （イ）外国人技能実習制度関係者養成講習 

    技能実習制度をこれまで以上に適正かつ円滑に運営する観点から、技能実

習生を我が国に受け入れる監理団体や受け入れ事業場は、技能実習を担当す

る役職員の職務に応じて、技能実習・入管関係法令、労務管理・安全衛生の

分野等に関する一定の講習(養成講習)の受講を義務付けられています。 

全基連は、その講習の運営実施者として認定され、平成２９年度より全国

で養成講習を実施しております。全基連和歌山県支部として、令和７年度は

７月 16日（水）～７月 18日（金）に実施いたします。  

（ロ）雇用管理研修 

   「建設労働者の雇用の改善等に関する法律」（建設雇用改善法）に基づき、

建設業で選任義務のある「雇用管理責任者」になるための『雇用管理研修』

を令和７年度も全基連と連携して、第３四半期に開催します。 
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（ハ）その他 

   その他全基連が受託した事業について、受託事業の内容に応じて県支部と

して取り組んでまいります。 

     

（２）中央労働災害防止協会（中災防）関係の事業について 

（イ）「中災防地域安全衛生広報活動等事業」（業務委託契約による）を令和７年

度も実施し、①中災防安全衛生サービス窓口としての対応、②安全衛生思想

の普及・広報活動、③中小企業無災害記録証候補者の推薦等の活動を行って

まいります。 

（ロ）中小規模事業場の多様な課題の解決に資すること等を目的として、平成３

０年度から実施している「中小規模事業場安全衛生相談事業」について、令

和７年度も業務委託契約を締結し、相談会の開催や常設の相談窓口を開設し、

安全衛生に係る助言･相談･情報提供等を行ってまいります。 

 

６ その他 

（１）協会会員の確保 

   事業の廃止や県外移転、企業の厳しい経営環境等々様々な要因により会員の

減少傾向が続いていますが、会員はじめ利用者の方のニーズ、要望等に対応し

た事業展開を心がけ、引き続き会員の確保に努めてまいります。 

（２）経費の節減、効率的な業務運営の実施 

会員の減少が進んでいること並びに主要事業である労働安全衛生法に基づく、

技能講習及び特別教育等の講習の事業について、令和６年度の受講者数は、法

改正に伴う「石綿作業主任者技能講習」、「建築物石綿含有建材調査者講習」、

「化学物質管理者」、「保護具着用管理責任者」等において好調でしたが、こ

の状況がどの程度続いていくか不透明なところがあります。 

したがって、来年度におきましても引き続き経費の節減に努めるとともに、

利用者のニーズに対応した積極的な業務運営、施設の有効活用等効率的・効果

的な事業運営に努めてまいります。 


